
 ｢日本はひとつ｣しごとプロジェクト フェーズ３（第３段階）   
    ～日本中が一つとなって、あなたのしごとと暮らしを支えます～ （被災者等就労支援・雇用創出推進会議第３段階）     

◎ 企業支援 
・部品・素材分野と成長分野の生 
  産拠点等への国内立地補助の 
 創設 
・中小企業向け金融支援の継 
  続・拡充 
・中小企業組合等共同施設等災 
  害復旧事業の対象規模拡大  
 

○ 事業高度化、知とイノベー 
 ションの拠点整備等 
・革新的医療機器創出等のため 
  の復興特区構想の推進  
 

◎ 農林水産業支援 
・農地・農業用施設、漁港・漁場機 
 能等の早期復旧・強化 
・農林漁業者の経営再開支援の充 
 実、６次産業化の推進等  
・持続可能な森林経営の確立等 
 

○ 観光業支援 
・風評被害防止のための情報発信 
 や観光キャンペーンの強化等 
・三陸復興国立公園（仮称）の取 
 組による新たな観光スタイルの 
 構築 
 

◎ 地域包括ケアの推 
 進等による地域づくり 
・地域包括ケアの再構築等 
・子どもを地域で支える基盤構築 
・社会的包摂を用いた「絆」再生  
                      
 

◎ 東日本大震災復興 
  交付金の創設 
 

◎ 災害復旧・復興等イ  
  ンフラ整備の推進等 
 

◎ 環境・新エネルギー 
 事業の推進 
・木質バイオマス利活用施設の 
 導入の推進 
・再生可能エネルギー研究開発 
 拠点の整備  
 

○ 情報通信技術の利活用等 
 

○ 原発被害への対応（除染 
 事業の推進等） 

産業振興と雇用対策の一体的支援
（0.4兆円 雇用創出効果 15万人） 

地域経済・産業の再生・復興による雇用創出 
（5.7兆円  雇用創出効果 35万人） 

復興を支える人材育成・安
定した就職に向けた支援等 
（0.1兆円  
 雇用下支え効果 ７万人） 

雇用復興を支える予算措置等による対策 ※フェーズ１、２による当面の雇用の確保・生活の安定支援も引き続き強力に推進 

フェーズ３の雇用創出・雇用の下支え効果     ５８万人程度 
総額６．１兆円   （雇用創出効果５０万人程度   雇用下支え効果７万人程度） 

◎ 被災地雇用復興総合プログラムの  
  推進 
 ① 事業の再建、高度化、新規立地等の推進 
 ② 将来的に被災地の雇用創出の中核となることが 
  期待される事業が、①などの産業政策と一体となって、 
  被災者を雇用する場合、雇用面から支援を行う事業 
  （事業復興型雇用創出事業）を創設 
 ③ 雇用面でのモデル性がある事業を地方自治体 
  が民間企業等に委託して実施する事業（生涯現 
  役・全員参加・世代継承型雇用創出事業）の創設 
 

○ 雇用創出基金の積増し等による雇用創出 
 

◎  復興特別区域制度（仮称）の創設 
  に伴う法人税に係る措置 
 ・新規立地新設企業を５年間無税の新規立地促進税 
   制の創設 
 ・被災者の給与総額の一定割合の法人税額からの控 

  除等の創設                        
 

○ 農業経営の多角化戦略等による雇用の創 
 出・就業支援 
 
 
 

◎ 人材育成の推進等 
・被災地復興に資する分野や成長分野 
 等における公的職業訓練等の拡充 
・地域中小企業の人材育成支援等 
・専門学校等と地域・産業界の連携によ 
 る復旧・復興を担う専門人材の育成 
・復興支援型地域社会雇用創造事業の 
 推進             
 

◎ ハローワーク等による 
  支援の充実強化 
・新卒者支援の充実 
・障害者に対する就職支援の充実 
・被災者雇用開発助成金の拡充 
・被災地等のハローワークの機能・体制 
 強化   

   

○ 復興事業における適正な労働条 
 件の確保・労働災害の防止 
 

◎ 雇用保険の給付の延長 
・被災３県（岩手・宮城・福島）の沿岸地 
 域等で延長（９０日分） 
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